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平 成 １２ 年 度 予 算 の 概 要

１ 予 算 の 骨 子

予 算 規 模 〔予 算 額〕 〔対前年度比〕

一 般 会 計 ９３２億８０００万円 ２．６％

特 別 会 計 ８２０億８４６７万円 ９．３％

企 業 会 計 ２８３億１２５４万円 ２．７％

財 産 区 ３３９０万円 △ ０．３％

計 ２０３７億１１１１万円 ５．２％

国 の 一 般 会 計 予 算 対 前 年 度 比 ３．８％（一 般 歳 出 ２．６％）

地 方 財 政 計 画 〃 ０．５％

２ 予 算 編 成 の 基 本 姿 勢

平 成 １２ 年 度 当 初 予 算 は、２１ 世 紀 に 繋 が る「年 間 総 合 予 算」と し、総 合 計 画 の 推 進 、

行 財 政 改 革 及 び 情 報 公 開 を 基 本 的 な ３ つ の 柱 と し な が ら、無 駄 の な い 、市 民 の ニ

ー ズ に 沿 っ た き め 細 か な 市 政 の 展 開 を 図 る た め、不 要 不 急 の 事 業 の 見 直 し 選 択 、

経 常 経 費 の 節 減 合 理 化 、ま た 、市 債 の 発 行 を 極 力 減 ら す 努 力 を 行 う 一 方 、 特 に 、

介 護 保 険 な ど の 高 齢 社 会 へ の 対 応 、渋 滞 解 消 の た め の 道 路 整 備 、ＩＳＯ１４００１ な ど

の 環 境 対 策 及 び 国 際 社 会 に 対 応 す る た め の 英 語 教 育 の 充 実 等 に 対 す る 総 合 的

な 事 業 を 展 開 し 、新 し い 市 民 社 会 の 構 築 を 目 指 す 。

投 資 的 経 費 〔事 業 費〕 〔対 前 年 度 比〕

１３７億５７５７万円 ０．１％

・う ち 補 助 事 業 ４６億６０９９万円 △２０．４％

・う ち 単 独 事 業 ９０億９６５８万円 １５．４％

（県 営 事 業 負 担 金 を 含 む）

３ 財 源 調 整

平 成 １１ 年 度 の 税 制 改 正 に よ る 個 人 市 民 税 等 の 恒 久 的 な 減 税 や 景 気 低 迷 に よ る

法 人 市 民 税 の 影 響 な ど か ら 、市 税 全 体 で は ３．９％ の 減 と な っ た が 、一 定 の 行 政 水

準 を 確 保 す る た め 、財 政 調 整 基 金 の ほ ぼ 全 額 の 繰 入 れ を 行 う ほ か 、減 税 補 て ん 債

臨 時 経 済 対 策 債 な ど を 発 行 し 、財 源 の 均 衡 を 図 っ た 。

－１－



平成１２年度 会計別歳入歳出予算

（単 位 千 円）

区 分 平成12年度 平成11年度 差引増減額 （Ａ）

× 100 %

会 計 名 予算額（Ａ） 予算額（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） （Ｂ）

一 般 会 計 93，280，000 90，900，000 2，380，000 102．6

競 輪 事 業 18，152，600 19，306，000 △1，153，400 94．0

国 民 健 康 保 険 16，693，000 15，259，000 1，434，000 109．4

食 肉 セ ン タ ー 食 肉 市 場 839，300 753，800 85，500 111．3

特 公 共 下 水 道 15，724，000 17，528，000 △1，804，000 89．7

土 地 区 画 整 理 事 業 1，416，600 1，278，300 138，300 110．8

別 交 通 災 害 共 済 事 業 196，500 207，200 △10，700 94．8

市 営 駐 車 場 174，600 185，200 △10，600 94．3

会 福 祉 資 金 貸 付 事 業 110，000 30，700 79，300 358．3

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業 106，000 105，600 400 100．4

計 老 人 保 健 医 療 19，743，700 19，823，300 △79，600 99．6

公 共 用 地 取 得 事 業 31，565 49，184 △17，619 64．2

農 業 集 落 排 水 事 業 518，700 551，000 △32，300 94．1

介 護 保 険 8，378，100 8，378，100 皆増

計 82，084，665 75，077，284 7，007，381 109．3

公 会 市 立 四 日 市 病 院 事 業 15，992，588 15，085，917 906，671 106．0

営

企 水 道 事 業 12，319，953 12，489，735 △ 169，782 98．6

業 計

計 28，312，541 27，575，652 736，889 102．7

桜 財 産 区 33，900 34，000 △ 100 99．7

合 計 203，711，106 193，586，936 10，124，170 105．2
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平成１２年度 一 般会計歳入歳出予算

（歳入） （単 位 千 円）

区 分 平成12年度 平成11年度 差引増減額 （Ａ） 構 成 比 率 （％）

×100 %

款 別 予算額（Ａ） 予算額（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） （Ｂ） 平成12年度 平成11年度

1 市 税 50，140，900 52，202，800 △2，061，900 96．1 53．8 57．4

2 地 方 譲 与 税 1，307，000 1，237，000 70，000 105．7 1．4 1．4

3 利 子 割 交 付 金 1，530，000 332，000 1，198，000 460．8 1．6 0．4

4 地 方 消 費 税 交 付 金 2，850，000 2，900，000 △ 50，000 98．3 3．1 3．2

5 特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 5，000 52，000 △ 47，000 9．6 0．0 0．1

6 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 106，000 94，000 12，000 112．8 0．1 0．1

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 739，000 675，000 64，000 109．5 0．8 0．7

8 地 方 特 例 交 付 金 1，168，000 1，300，000 △132，000 89．8 1．3 1．4

9 地 方 交 付 税 4，330，000 900，000 3，430，000 481．1 4．6 1．0

10 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 80，000 80，000 0 100．0 0．1 0．1

11 分 担 金 及 び 負 担 金 1，272，121 1，661，934 △389，813 76．5 1．4 1．8

12 使 用 料 及 び 手 数 料 2，233，102 2，492，690 △259，588 89．6 2．4 2．7

13 国 庫 支 出 金 7，917，051 9，335，403 △1，418，352 84．8 8．5 10．3

14 県 支 出 金 3，488，691 3，340，579 148，112 104．4 3．7 3．7

15 財 産 収 入 232，563 74，550 158，013 312．0 0．2 0．1

16 寄 附 金 14，411 12，411 2，000 116．1 0．0 0．0

17 繰 入 金 2，997，373 1，696，319 1，301，054 176．7 3．2 1．9

18 繰 越 金 600，665 801，307 △200，642 75．0 0．6 0．9

19 諸 収 入 6，399，623 6，412，707 △ 13，084 99．8 6．9 7．0

20 市 債 5，868，500 5，299，300 569，200 110．7 6．3 5．8

歳 入 合 計 93，280，000 90，900，000 2，380，000 102．6 100．0 100．0

－３－



（歳出） （単 位 千 円）

区 分 平成12年度 平成11年度 差引増減額 （Ａ） 構 成 比 率 （％）

×100 %

款 別 予算額（Ａ） 予算額（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） （Ｂ） 平成12年度 平成11年度

1 議 会 費 707，318 709，394 △2，076 99．7 0．8 0．8

2 総 務 費 9，705，053 8，410，882 1，294，171 115．4 10．4 9．3

3 民 生 費 18，944，302 19，997，790 △1，053，488 94．7 20．3 22．0

4 衛 生 費 10，702，935 11，609，581 △906，646 92．2 11．5 12．8

5 労 働 費 108，372 130，575 △ 22，203 83．0 0．1 0．1

6 農 林 水 産 業 費 2，575，410 2，522，759 52，651 102．1 2．8 2．8

7 商 工 費 4，168，838 4，270，519 △101，681 97．6 4．5 4．7

8 土 木 費 21，124，645 20，309，895 814，750 104．0 22．6 22．3

9 消 防 費 3，367，658 3，169，625 198，033 106．2 3．6 3．5

10 教 育 費 10，438，237 9，405，353 1，032，884 111．0 11．2 10．3

11 公 債 費 11，407，232 10，333，627 1，073，605 110．4 12．2 11．4

12 予 備 費 30，000 30，000 0 100．0 0．0 0．0

歳 出 合 計 93，280，000 90，900，000 2，380，000 102．6 100．0 100．0

－４－



一 般 会 計 当 初 予 算 の 推 移
（単位 百万円）

年度 一般会計 市税 地方交付税 市 債 繰 入 金 公債費 地方債年 投資的経費 繰出金

税収 発行額 市 債 度末残高 うち

伸び率 比率 普通 特別 依存度 ３基金 競 輪 構成比 補 助 単 独

昭和 ％ ％ 実績 実績 ％ 実績 ％ 実績

５４ 36，640 △ 1．7 18，400 50．2 626 390 3，209 8．8 18 400 3，098 8．4 27，663 8，817 5，113 3，483 2，029

５５ 40，803 11．4 19，920 48．8 223 411 3，510 8．6 337 880 3，769 9．2 29，812 9，593 4，376 4，920 2，235

５６ 49，684 21．8 23，880 48．1 450 5，865 11．8 842 700 4，157 8．4 34，649 15，702 6，942 8，509 2，547

５７ 49，196 △ 1．0 25，320 51．5 505 514 5，110 10．4 739 150 4，366 8．9 41，305 13，107 5，268 7，656 2，778

５８ 45，979 △ 6．5 26，630 57．9 503 3，735 8．1 4，979 10．8 43，447 9，929 3，958 5，798 3，047

５９ 47，608 3．5 28，540 60．0 491 3，307 7．0 5，295 11．1 45，750 9，454 4，650 4，646 3，645

６０ 49，003 2．9 30，741 62．7 536 2，332 4．8 500 5，816 11．9 45，727 8，808 3，637 5，013 3，933

６１ 53，574 9．3 33，650 62．8 558 3，253 6．1 50 6，111 11．4 46，633 11，055 5，217 5，659 4，172

６２ 55，173 3．0 34，610 62．7 587 3，558 6．5 300 6，259 11．3 47，545 11，310 4，889 6，387 4，361

６３ 58，281 5．6 37，299 64．0 650 2，923 5．0 400 300 6，150 10．5 47，871 12，823 4，942 7，819 4，942

平成元 67，310 15．5 40，559 60．2 741 4，216 6．3 300 6，194 9．2 48，843 18，266 4，940 13，240 5，322

２ 70，735 5．1 42，944 60．7 791 3，008 4．3 800 6，482 9．2 48，994 16，952 4，576 12，235 5，993

３ 78，171 10．5 45，180 57．8 824 4，628 5．9 500 1，500 6，733 8．6 50，231 19，102 4，492 14，438 6，485

４ 85，070 8．8 47，646 56．0 883 5，561 6．5 2，242 1，500 6，943 8．2 54，856 22，589 5，172 17，248 7，409

５ 86，102 1．2 48，784 56．7 861 4，159 4．8 2，983 1，500 7，107 8．3 59，617 20，751 5，641 14，954 8，159

６ 88，012 2．2 45，720 52．0 851 8，786 10．0 3，108 300 7，366 8．4 68，140 20，857 6，234 14，474 8，545

７ 91，953 4．5 47，794 52．0 898 9，574 10．4 2，900 7，499 8．2 76，704 22，572 6，917 15，511 8，672

８ 94，337 2．6 48，512 51．4 951 13，814 14．7 1，090 50 7，890 8．4 89，284 23，714 6，948 16，729 8，907

９ 94，917 0．6 53，613 56．5 980 10，426 11．0 700 20 8，816 9．3 99，938 22，359 4，790 17，539 9，254

１０ 91，013 △ 4．1 52，890 58．1 1，080 6，460 7．1 2，470 50 9，759 10．7 105，489 16，663 4，385 12，234 9，737

当初 12月補正

１１ 90，900 △ 0．1 52，203 57．4 2，348 900 5，299 5．8 1，692 見込50 10，322 11．4 106，316 13，739 5，858 7，828 10，218

当初

１２ 93，280 2．6 50，141 53．8 3，230 1，100 5，869 6．3 2，908 当初50 11，403 12．2 104，510 13，758 4，661 8，471 11，994

※３基金とは、財政調整、都市基盤・公共施設等整備、減債の各基金をいう。

－５－



〔議会費〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

93 議員費用弁償 （ 22，918） 常任委員会行政視察、議会出席分等 （ 22，106）

93 交際費 （ 3，788） スポーツ激励、文化振興議長賞等 （ 4，758）

93 議会運営費 （ 78，313） （ 75，895）

海外行政視察 4，894

欧州外

定例会テレビ放映委託 35，411

三重テレビ、ＣＴＹにより放映（年４回）

市議会だより発行（年６回） 12，363

定例会・臨時会毎に発行し、全世帯に配布

ホームページ作成委託 1，903

議員紹介ページ等作成

93 市政調査研究費 （ 18，720） 市議会の各会派に対し、市政調査研究費交付要綱に （ 17，160）

基づき交付

下線は新規事業

〔総務費〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

95 交際費 （ 4，590） 各種大会市長賞等 （ 6，590）

95 地区市民センター整備事業費 （ 37，919） 空調設備改修（四郷） （ 30，000）

設備の老朽化に伴う改修

身体障害者用トイレ設置（下野）

自動扉設置（神前・水沢）

バリアフリーへの対応

その他工事

97 市民活動推進事業費 （ 14，363） ＮＰＯ法人を始めとする市民活動団体との協働を推 （ 12，842）

進 （市民活動センター開館時間（ 9:00～21:00）

市民活動啓発事業費 600 ＮＰＯ関連の職員研修を実施 0

ＮＰＯ企画マネージメント事業 600 ＮＰＯ事務局職員等を対象に事業の企画運営、組織

費（ 緊急雇用対策） 運営及び経理事務等の研修を実施 0

ＮＰＯ協働事業研究委託事業費 3，100 市実施事業におけるＮＰＯの可能性を研究 0

（ 緊急雇用対策）

－６－



97 女性行政推進費 （ 12，465） （ 15，299）

ファミリーサポートセンター事 5，228 勤労者の子育てと仕事の両立への支援事業 5，913

業費 援助会員51人、依頼会員95人、両方会員25人

基本時間7:00～19:00 料金 700円／時間

女性センター事業費 6，258 カレッジの開催 7，798

公開講座２回（無料）

２コース７回（＠ 2，500円）

電話相談ボランティアのフォローアップ研修経費等

97 職員退職手当基金積立金 （ 120，600） 職員退職手当基金の創設 （ 0）

99 広報広聴活動費 （ 206，505） （ 193，909）

広報刊行物発行費 77，238 広報よっかいちの発行（ 年24回） 等 73，150

広報広聴事務費 68，445 地域情報番組「ちゃんねるよっかいち」（ＣＴＹ） 59，339

月～土（日２回放映）、日（日３回放映）

民放情報番組「Ｅ夢四日市」（三重テレビ）

第２日曜日、第３土曜日放映

民放情報番組「朝イチ四日市」（三重テレビ）

第３木曜日放映

コミュニティエフエム情報番組「市役所発！丸ごとよ

っかいち」（ エフエムよっかいち）

月～土（日４回放送）、日（日２回放送）

市ホームページ作成等

103 総合企画費 （ 41，350） （ 51，950）

総合計画推進事業費 10，000 総合計画の推進及び第２次推進計画策定経費 5，000

高度情報化事業費 13，330 高度情報化推進のためのビジョン策定経費等 10，829

103 公共交通機関整備促進事業費 （ 27，100） 公共交通機関網の利用が困難な地域（北部、中部、 （ 13，912）

南部各１路線）にバスを自主運行する経費

103 システム保守運用経費 （ 431，297） 第４次情報化推進計画 （ 459，130）

ペーパーレスパイロットシステム、電子会議パイロ

ットシステムの開発、文書管理システム等の研究

ＬＡＮ整備

各会派控室に、庁内ＬＡＮを接続し、パソコン１台

設置

105 国際交流事業費 （ 42，139） （ 35，252）

天津市交流事業費 32，585 天津市との都市提携20周年記念事業に係る経費、公 21，585

式訪中団の派遣、スポーツチーム（サッカー、ハンド

ボール、ソフトボール各１チーム）の派遣等

113 戸籍情報システム開発事業費 （ 88，355） 平成13年１月に稼働する戸籍情報システムデータセ （ 262，993）

ットアップに係る経費

（ 別途債務負担行為41，980）

下線は新規事業

－７－



〔民生費〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

125 超低床ノンステップバス導入事業 （ 12，500） 障害者や高齢者の乗降が楽にできる超低床ノンステ （ 11，000）

補助金 ップバスの導入により社会参加を促進する

平成12年度導入予定 ２台 （ 平成11年度 ２台）

127 身体障害者福祉一般事業費 （ 22，683） （ 15，538）

福祉環境整備事業 4，650 障害者、高齢者等すべての市民が活動できる、すみ 3，330

よい福祉都市としての環境づくりを行う

三重県バリアフリーのまちづくり推進条例に適合す

る建築物に適合証マークを交付

点字ブロック補修等

障害者福祉推進事業費 6，000 平成７年３月策定の市障害者計画「障害者施策の基 600

本的方向」に引き続き、平成15年度からの第２次市障

害者計画の策定資料とするため、障害者の生活実態に

関するアンケート調査を行う

127 身体障害者在宅援護事業費 （ 209，900） （ 211，160）

緊急通報装置貸与事業費 908 一人暮らしの重度障害者が急病や災害等の緊急事態 0

に陥ったとき、緊急情報受信センターへ連絡を取るた

めの通報装置を貸与する

在宅重度身体障害者住宅改造費 9，250 在宅重度身体障害者の日常生活の利便を図る住宅改 7，500

補助金 造経費の一部補助制度の要件緩和を行う

現行１人１回限り→10年経過すれば再補助可能

障害者介護保険施設利用事業費 27，038 障害者のデイサービス、訪問入浴、訪問給食を介護 48，100

保険の通所介護施設に委託して実施する

低所得者利用者負担対策事業費 1，761 介護保険の円滑な導入を図るため、現にホームヘル 0

プサービスを利用している低所得障害者の介護保険利

用者負担を平成16年度まで10％を３％に軽減

129 更生援護施設事務事業費 （ 363，740） 身体障害者療護施設、更生施設等の措置費を負担す （ 366，492）

（身体障害者） る

措置人員 90人 エビノ園外10施設

129 更生援護施設事務事業費 （ 730，860） 知的障害者授産施設、更生施設等の措置費及び措置 （ 633，851）

（知的障害者） 医療費の支払事務委託料を負担する

措置人員 260人 聖母の家外27施設

131 ねたきり等老人対策事業費 （ 295，240） 生活をする上で何らかの支援が必要な高齢者や介護 （ 1，296，020）

する家族を支援する事業を実施する

生活支援老人ホームヘルプ事業 4，344 介護保険制度の円滑な導入のため、現サービス利用 0

費 者等で、要介護認定で非該当となったが支援の必要な

高齢者に平成14年度まで家事援助サービスを提供する

－８－



生活支援老人デイサービス事業 21，567 現サービス利用者で、要介護認定で非該当となった 0

費 が支援の必要な高齢者に平成14年度までデイサービス

を提供する

家族介護支援事業費 63，358 介護する家族を支援するため事業を実施する 0

おむつ支給事業（ 要介護度３以上）7，500 円／月

家族介護ヘルパー受講支援 ＠5，000 円×30人

徘徊高齢者家族支援サービス

低所得者利用者負担対策事業費 10，484 介護保険の円滑な導入を図るため、現にホームヘル 0

プサービスを利用している低所得高齢者の介護保険利

用者負担を平成14年度まで10％を３％に軽減

133 社会福祉施設整備事業費 （ 171，919） 同和地区内の残された環境整備事業を行う （ 200，210）

地方改善施設整備事業費 171，919 小牧地区コミニティ・プラント道路舗装復旧工事 37，000 200，210

寺方１号線道路改良工事 32，202

寺方５号線道路改良工事 15，076

大型共同作業場改修工事 30，000

赤堀公園用地購入（市公社から買戻） 20，000

その他事業 37，641

137 児童福祉一般事業費 （ 435，887） （ 357，933）

乳幼児健康支援一時預かり事業 5，339 病気回復期の児童を集団保育が困難な期間、一時的 0

費 （原則７日以内）に預かる事業を実施する

児童虐待防止対策事業費 1，290 急増する児童虐待に対応するため、新たに市内の保 0

健・福祉・医療・教育委員会等の関係機関による連携

体制を整備する

137 児童育成基盤整備等推進事業費 （ 500） 平成13年度を初年度とする「新四日市市エンゼルプ （ 0）

ラン」を策定する

137 少子化対策関連啓発等事業費 （ 4，650） 少子化対策臨時特例交付金事業として、市民啓発の （ 0）

ための講演会や、子育て情報誌の発行、地域における

子育て機能強化のための保育園・幼稚園・児童館など

関係機関が連携する実践交流会を開催する

137 少子化対策振興補助金 （ 50，400） 少子化対策臨時特例交付金事業として、民間保育園

の乳児室の整備や少子化問題に関する啓発事業に対し （ 0）

て助成を行う

139 幼稚園・保育園問題調査研究費 （ 300） 国の保育制度一元化の動きに呼応し、幼稚園と保育 （ 0）

園の共用化、一体化についての具体的な検討を行う

139 乳幼児健康支援一時預かり施設整 （ 27，590） 少子化対策臨時特例交付金事業として、前年度に引 （ 0）

備事業費 き続き乳幼児を一時的に預かる施設の整備を行う

（平成11年度～12年度継続事業）

二宮病院内 鉄骨造 ２階建 135�

下線は新規事業
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〔衛生費〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

153 母子保健事業費 （ 99，689） （ 92，868）

妊産婦乳幼児健康診査事業費 95，747 妊婦乳幼児に対して健診を行い、疾病や障害を早期 88，793

発見し適切な治療、訓練への助言、指導を行う

平日のみ実施していた１歳６か月児及び３歳児の健

康診査を共働き家庭等への利便を図るため、月１回程

度、土曜日ないし日曜日に実施

153 老人保健事業費 （ 628，310） 基本健康診査事業・各種がん検診事業等 （ 623，628）

健康教育事業費 3，342 成人病の予防、健康の保持増進を図るための各種教 1，577

室（シルバー健康セミナー等）の開催

機能訓練事業費 4，254 介護保険サービスの対象とならない方や身体機能が 4，463

低下している方等を対象に転倒事故予防や閉じこもり

予防のためのＢ型機能訓練を地域でも実施

153 介護予防事業費 （ 1，165） 痴呆や寝たきりにならないで生活できる期間（健康 （ 0）

寿命）の延伸を図るため、転倒予防や食生活改善のた

めの教室等を実施

153 健康増進事業費 （ 68，830） プールフロア設置 （ 68，354）

三重北勢健康増進センターのプールにおける運動実

践指導利用者、水中歩行訓練や遊泳力の低い一般利

用者、また児童の混在を緩和し、安全性の確保を図

るため、第１プールにプールフロアを１コース増設

3，746

157 環境情報提供システム開発事業費 （ 5，700） 過去における本市の公害対策の取り組みと現在の本 （ 0）

（緊急雇用対策） 市の環境等の情報を提供するためのシステム開発

157 環境教育推進事業費 （ 8，173） 各種講座（地域環境リーダー養成講座等）の実施と （ 8，297）

環境図書等の購入

157 自然環境保全事業費 （ 1，092） 自然観察会 （ 1，077）

日頃から身近な自然に親しんでもらえるよう市内各

地で観察会を実施（年間15回） 550

身近な自然調査

市内の動植物（昆虫含む）を市民の協力を得て調査

し、身近な自然を再発見する取り組み 100

157 大気汚染対策事業費 （ 43，950） （ 48，961）

監視機器整備費 6，600 大気汚染の測定に要する機器の整備 11，625

（窒素酸化物計１台、硫黄酸化物計１台）

157 水質汚濁対策事業費 （ 323，938） （ 277，191）

合併処理浄化槽設置費補助金 206，820 下水道認可区域外（国補）及び認可区域内（市単） 162，510
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471基 うち 国補分 241基 134，700

（８人槽の場合 45万円／戸）
単独処理浄化槽転換奨励加算補助金（市単）

33基（再掲） 4，620

８人槽の場合 15万円／戸

（対象区域 下水道認可区域外）
市街化調整区域特別加算補助金（市単）

270基（再掲） 67，500

（８人槽の場合 25万円／戸）

既存集落環境事業費 100，000 保々地区５町（山条、一色、中瀬古、新田、上条） 100，000

の合併処理浄化槽専用排水管布設

157 環境計画推進事業費 （ 10，855） 太陽光発電システム設置補助金 （ 6，063）

地球温暖化防止対策の一環として、市民が太陽光発

電システムを設置しやすい環境を整えるため、国（

新エネルギー財団）の補助に上乗せして補助

（10万円／ＫＷ 上限４ＫＷ） 6，000

新環境計画策定事業費

平成７年度から12年度までを計画期間とする現在の

環境計画の改訂作業 4，000

157 生活排水対策事業費 （ 1，268，554） （ 996，970）

コミニティ・プラント整備事業 1，251，700 神前生活排水対策事業のうち本年度分、その他 980，470

費 （平成10年度～12年度継続事業）

処理場建設 RC造２Ｆ（一部Ｓ造１Ｆ）

延床面積 1，481�

管渠工事

159 公害健康被害補償等事業費 （ 993，441） 公害認定患者の補償給付費 （ 1，077，592）

（平成12年１月末現在 認定患者数 577人）

159 公害保健等事業費 （ 9，085） 公害認定患者の転地療養、リハビリ事業等 （ 10，151）

161 ごみ減量対策事業費 （ 22，048） ごみ減量のための啓発や施策を実施 （ 2，689）

ごみ減量等推進事業費

平成13年４月から施行される家電リサイクル法に合

わせて、粗大ごみの一部（家具等）を個別有料収集

方式へ切り換えを予定

この円滑な導入を図るためモデル地区を設定し試行

20，620

163 ごみ処理収集事業費 （ 644，520） ごみ収集処理、ごみ減量及び資源リサイクル （ 533，554）

再生可能物処理事業費 475，689 資源リサイクルのための再生可能物の収集処理 408，035

生ごみ処理機購入費補助金 40，000 家庭用生ごみ処理機の購入に対する補助金 12，000

（＠20，000円×2000基）

集団回収活動奨励費補助金 22，000 地域団体等が行う古紙集団回収への補助金 22，000

（＠５円／�の補助）
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163 粗大ごみ個別収集計画策定事業費 （ 10，000） 粗大ごみ個別有料収集に関する意識調査ならびに計 （ 0）

（緊急雇用対策） 画策定

165 清掃工場整備事業費 （ 1，285，900） 排ガス高度処理対策事業費のうち本年度分、その他 （ 2，657，900）

（平成10年度～13年度継続事業）

３号炉 機器据付、関連工事、試運転

１号炉 機器工場製作・据付、関連工事

２号炉 機器工場製作

下線は新規事業
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〔労働費〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

169 講座等開催経費 （ 804） 勤労者総合福祉センターにおいて、勤労者の健康増 （ 1，477）

進と福祉向上を図るため、自主事業（ヨガ・着付け教

室）を実施

169 勤労者教育資金融資貸付金 （ 60，000） 勤労者の教育資金を低利融資するための原資を三重 （ 80，000）

県労働金庫に預託

貸付限度額 500万円／世帯 利率 3．0％

下線は新規事業

〔農林水産業費〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

173 水田転作促進事業費 （ 11，205） 集団転作を推進し、効率的な水田営農の確立を目指す （ 56，205）

集団転作推進事業費 10，715 集団転作に係る小麦、大豆等の種子代相当額の助成 10，587

小麦 211ha、外 計 375ha分

集団転作の推進母体である農家組合等の体制強化を

図る 30農家組合（集落）に助成

ナタネづくり推進事業費 490 生産調整水田を菜の花畑にすることにより、景観の 0

向上を図り、市民に憩いの場を提供する

約80ａの栽培委託

173 茶業振興事業費 （ 3，200） （ 11，050）

伊勢茶出品対策事業費補助金 1，500 各種品評会に優良茶を出品し、茶産地としての四日 1，000

市の名を高めるとともに、茶の生産加工技術の向上を

図る

また、平成13年度三重県で開催予定の全国茶品評会

に向けての出品体制を強化する

優良出品茶園30カ所及び摘み手の確保

175 地域農業基盤確立農業構造改善事 （ 179，820） 本市特産物であるお茶の生産振興を図るため、農畜 （ 0）

業費 産物処理加工施設の整備を行い、荒茶加工の省力化及

び地域の茶生産の担い手となる経営体（ 農業者） の育

成を図る

荒茶加工施設 ＦＡ（ 自動制御）300Ｋ１ライン の導入

水沢かぶせ会製茶協同組合への補助

175 施設整備事業費（農業センター） （ 8，309） ふれあい芝生広場整備、その他 （ 6，203）

農業センター樹木園の一部に、市民が憩うことので

きる芝生広場を整備する

広場面積 2，625．44�
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177 畜産振興事業費 （ 134，849） （ 134，849）

銘柄豚普及活性化事業費補助金 2，702 銘柄豚（三重クリーンポーク等）の生産振興、消費 2，702

宣伝

食肉安定供給対策事業費補助金 39，146 消費者ニーズにあった良品質な畜産物の振興と普及 39，146

179 受託土地改良事業費 （ 74，405） 国の採択を受け、未整備のほ場を受託により整備 （ 146，194）

上条ほ場整備事業 22，350 Ｈ８～12 道路工 外 4，320

北小松地区ほ場整備事業 15，070 Ｈ９～13 道路工 外 2，439

川島地区かんがい排水事業 27，950 Ｈ11～14 用水路工 外 96，500

179 県単土地改良事業費 （ 61，740） 県の補助事業として、道路・水路の改良、舗装を実施 （ 85，260）

道路工 19，600 堂ケ山町地内 外 26，460

水路工 42，140 水沢町地内 外 58，800

181 市単農地防災事業費 （ 13，350） 農業用かんがい用水の水源確保及び防災安全上の両 （ 1，500）

面を考慮し、ため池の改良工事及び維持管理工事を実

施

調査設計業務委託（保々溜）

市内一円ため池修繕等

183 沿岸漁業振興事業費 （ 1，530） 水産資源の確保のための種苗放流 （ 1，170）

（ヨシエビ、抱卵ガザミ、アサリ）

183 漁港維持管理経費 （ 15，585） 漁港施設の維持管理、漁港機能の拡充及び漁業活動 （ 12，615）

の安全性の向上を図る

第10次漁港整備長期計画事業採択に伴う調査計画の

策定

下線は新規事業
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〔商工費〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

185 工業振興事業費 （ 6，549） （ 7，116）

新規産業創出事業費 4，045 新規産業創出研究会を活用し、既存企業の技術や人 2，474

材を活用した中小企業への支援方策の検討並びに新技

術・新製品開発への支援

産業高度化推進調査研究費 480 産業活性化に関する各種検討並びに情報収集等を実 600

施するとともに、改正工場立地法に関連した具体的な

施策展開に向けての検討を行う

185 商業振興事業費 （ 74，821） （ 68，035）

商店街応援団事業費 600 ストリートミュージシャン等を商店街イベントに派 600

遣

商店街活性化イベント事業費補 3，600 商店街組織等が実施するイベント事業に対して、経 3，600

助金 費の２／３を補助

こだわり商店街創出事業費補助 3，000 消費者の視点に立って魅力的な商業空間の形成に向 0

金 け、意欲的な取り組みを計画している３店以上のグル

ープもしくは商店街に対して、経費の２／３を補助

商店街活性化支援事業費補助金 40，000 近鉄四日市駅東商店街（四日市一番街・諏訪・諏訪 47，000

西）で取り組む事業について、三重県モデル商店街活

性化総合事業を活用し補助 （平成10年度～12年度継

続事業）

空店舗活用事業費（緊急雇用対 21，600 空店舗を活用したパソコン教室並びに空店舗活用に 0

策） 向けたあっせん事業（家主との折衝、入居者の決定等

）を実施

中心市街地活性化基本計画推進 447 平成11年度に策定した中心市街地活性化計画に基づ 9，300

協議会経費 く事業の実現に向け、関係者の参画も得て、具体的な

協議等を進めるとともに、事業の進行管理を図る

185 地域情報化推進事業費 （ 53，340） （ 55，749）

商工業情報化支援事業費 26，695 各種パソコン研修を三重ソフトウェアセンターに委 27，198

託

コンピュータミュージアム運営 25，595 三重ソフトウェアセンターに設置したコンピュータ 26，015

費 ミュージアムのソフトウェア等の充実を図る

187 中小企業振興事業費 （ 12，452） （ 13，386）

商工団体研修委託費 600 商工業団体が、その構成員の資質の向上のために実 1，200

施する研修会等の経費の一部を助成
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187 雇用対策事業費 （ 27，393） （ 32，270）

就労促進事業費 1，265 高校生・中高年齢者・障害者等の就労を促進するた 950

め、公共職業安定所等と共催で就職セミナー等を開催

障害者雇用奨励補助金 1，200 障害者を新規に雇用する事業主に対して、障害者雇 1，620

用奨励金を支給する （支給期間 12カ月）

重度障害者 月 5，000円 軽度障害者 月 3，000円

187 地場産業振興事業費 （ 215，287） （ 218，397）

萬古焼の里推進事業費 54，713 ばんこの里会館建設費の償還助成 54，413

子供陶芸コンクールの開催

萬古体験学習事業費 700 小学校児童による萬古焼の工場見学と陶芸体験 0

三重北勢地域地場産業振興セン 146，870 三重北勢地域地場産業振興センターの各種事業の運 148，082

ター運営費補助金 営等に対して補助

187 中小企業関係資金融資貸付金 （ 3，116，000） 市内中小企業者等の経営の安定に寄与するため、融 （ 3，116，466）

資を行うための原資を三重県信用保証協会等に預託

中小企業振興資金 外７件

187 中小企業関係資金利子補給金 （ 20，589） 中小企業近代化資金 外４件 （ 67，350）

187 中小企業関係資金保証料補給金 （ 21，700） 小規模事業資金 外３件 （ 67，300）

189 講座等開催経費（勤労青少年ホー （ 15，400） 勤労青少年ホーム各種講座、青少年大学、外国人講 （ 17，722）

ム） 座等の開催、30周年記念事業（他ホーム、市民との交

流）

189 観光対策事業費 （ 221，436） （ 228，680）

大四日市まつり事業費補助金 9，000 ８月に開催する大四日市まつりに対し事業費を補助 9，000

四日市花火大会事業費補助金 11，200 ８月に開催する花火大会に対し事業費を補助 10，400

大四日市まつり等運営事務委託 15，300 大四日市まつりと四日市花火大会の事務局機能の一 0

事業費（緊急雇用対策） 部を民間団体に委託

四日市市レジャー施設協会運営 157，450 四日市スポーツランド、伊坂ダムサイクルパーク、 158，839

費補助金 遊覧船等の管理運営費等を補助

191 宮妻峡周辺環境対策事業費 （ 4，600） （ 0）

宮妻峡周辺環境美化・啓発事業 宮妻峡及びその周辺の自然環境の美化・啓発事業を

費（緊急雇用対策） 実施

〔企業立地促進条例の制定〕

新規の企業立地や既存企業の新規設備投資、また新規産業の創出などを積極的に誘発し、就労の場を確保することを目的

として、現下の社会経済情勢に適応した新たな奨励措置を講じる。

固定資産税、都市計画税に相当する額の１／２

限度額 ３ヶ年で５億円

下線は新規事業
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〔土木費〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

193 建築指導費 （ 225，087） （ 211，640）

狭あい道路対策費 208，700 良好な市街地形成と生活環境の向上を図るため、建 195，000

築行為の時期をとらえ、道路後退用地を市で確保し、

整備して、狭あい道路の解消に努める

コンクリートブロック塀等安全 4，000 地震災害時に人命を守り、避難や救助活動を円滑に 4，200

対策事業費 するため、八郷小学校外５校のスクールゾーン内の通

学路に面して築造されているコンクリートブロック塀

等を調査し、改修指導を行う

197 道路新設改良補助事業費 （ 619，390） 円滑な交通の確保のため、補助事業として、生活道 （ 667，030）

路の整備を行う

阿倉川西富田線 105，900 臨時交付金事業 241，100

大鐘19号線 221，500 〃 144，700

水沢宮妻峡線 67，400 〃 48，200

石油交付金事業費 140，000 日永八郷線 外 140，000

高速道路関連事業費 84，590 伊坂13号線、平津10号線 外 60，300

197 地方特定道路整備事業費 （ 305，120） 補助事業と単独事業を効果的に組み合わせ、住民の （ 256，300）

生活向上を図るため、生活道路の早期完成に努める

桜台智積線、小杉52号線、阿倉川西富田線、

山村平津線、部田川左岸２号線

197 道路新設改良単独事業費 （ 258，000） 道路交通の円滑化と安全性確保に努める （ 236，000）

千代田大矢知線、小杉34号線 外

197 渋滞対策事業費 （ 400，000） 交通渋滞を解消するため、バイパス築造、交差点改 （ 400，000）

良等を行い、円滑な交通機能の確保に努める

三滝川左岸５号線、天白川右岸線自歩道整備 外

201 交通安全施設整備補助事業費 （ 159，600） 交通安全の確保のため、補助事業として生活道路及 （ 159，620）

び通学路を中心に自転車・ 歩行者道の整備を行う

黒田平尾線、高浜昌栄線、西新地久保田線

201 交通安全施設整備単独事業費 （ 130，000） 年々増加する交通事故防止に対応するため、交通安 （ 132，000）

全施設の整備を行う

大治田21号線、海蔵川右岸１号線交差点改良 外

203 準用河川改修事業費 （ 142，300） 治水安全度の向上を図るため、国庫補助事業として （ 142，250）

河川の改修整備を図る

古城川、萱生川、朝明新川、横川

205 河川等改良事業費 （ 154，300） 安全で快適な生活基盤確保のため河川、排水路の整 （ 166，000）

備を行う

排水路整備、水沢谷川 外
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205 負担金 （ 1，372，553） （ 1，621，049）

四日市港管理組合 1，367，252 霞ヶ浦地区南埠頭における耐震性強化岸壁（ －12m） 1，615，758

及び航路・泊地の整備、同北埠頭の大水深コンテナバ

ース（ －14m） の実施設計調査、臨港道路霞４号幹線

の環境及び道路構造調査、富双緑地の整備等諸事業を

推進する

207 都市計画推進事業費 （ 138，070） （ 19，940）

都市計画基礎調査費 7，200 都市計画法に基づき土地利用現況や建築物現況につ 0

いての調査をおおむね５年ごとに行う

都市計画マスタープラン策定事 19，300 都市計画マスタープランを推進していくための地区 13，750

業費 別カルテの作成を進め、また三重郡４町と調整を図り

ながら、緑の基本計画の策定に着手する

都市計画マスタープラン推進調査 8，100

緑の基本計画策定調査 5，000

中心市街地活性化事業費 4，200 中心市街地を活性化すべく都心居住の促進を図るた 5，000

め本年度に引き続き検討を進めるとともに、地元協議

会が実施する共同建て替え等の計画作成費用の助成を

行う

中心市街地整備推進調査委託 3，200

共同建替等誘導助成金 1，000

優良建築物等整備事業費 101，000 諏訪新道第２地区での再開発（住宅系再開発ビル） 0

に対して助成を行う

地上15階、住宅82戸（２～15階）

店舗 290�（１階）

ＪＲ四日市駅周辺連続立体交差 6，000 連続立体交差事業について、三重県がＪＲ関西本線 1，675

事業推進費 の基本設計委託を進める中で、コスモ石油油槽所線路

との整合が必要であり、市はその油槽所改造の基本設

計を行う

207 都市計画一般事業費 （ 104，946） （ 108，018）

土地利用規制対策費 3，547 都市計画法に基づく開発指導業務及び国土利用計画 4，319

法に基づく届出業務等にかかる事務経費

207 街路補助事業費 （ 839，000） 都市の骨格として、街並み形成と中心市街地のスム （ 848，000）

ーズな交通を確保するため、国庫補助事業として街路

の整備を行う

赤堀山城線 127，000 補助事業

高浜昌栄線 167，500 臨時交付金事業

堀木日永線 544，500 〃

209 地方特定道路整備事業費 （ 329，800） 補助事業と単独事業を効果的に組み合わせ、住民の （ 329，850）

生活向上を図るため、街路の早期完成に努める

阿倉川西富田線

209 街路単独事業費 （ 267，800） 県道三畑四日市線 外 （ 224，700）
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209 公園施設管理費 （ 420，903） 市民の憩いの場である公園緑地を安全で清潔・快適 （ 404，125）

な施設に保つため、維持管理を実施

209 都市公園台帳整備事業費 （ 26，200） 都市公園の台帳調書及び平面図等を整備 （ 0）

211 公園緑地整備補助事業費 （ 97，244） 国庫補助事業による総合公園整備事業 （ 131，907）

南部丘陵公園 63，760 南部丘陵公園施設整備 71，320

園路、広場工、及び植栽工

垂坂公園 33，484 垂坂公園施設整備、その他 60，587

園路、植栽工、及び公園灯２基、その他

211 公園緑地整備単独事業費 （ 81，400） 中央緑地便所改修事業、その他 （ 86，000）

215 都市下水路新設改良補助事業費 （ 1，203，500） 市街地の浸水区域解消のため、都市下水路事業の推 （ 1，388，300）

進を図る

雨池都市下水路 511，500 幹線整備、雨池ポンプ場整備 外 502，000

羽津茂福都市下水路 329，100 幹線整備、白須賀ポンプ場整備 外 521，300

朝明都市下水路 362，900 幹線整備、朝明ポンプ場整備 外 365，000

215 排水路新設改良事業費 （ 246，000） 一般排水路の改良 （ 257，000）

215 排水機場施設整備事業費 （ 32，000） 朝明ポンプ場、野田排水機場整備 （ 25，000）

217 住宅整備資金融資貸付金 （ 266，000） 勤労者の住宅・宅地取得、住宅改修等への融資制度 （ 266，400）

勤労者住宅支援資金融資貸付金 150，000 宅地取得への融資機能を加え平成12年度より実施 0

貸付対象者

市内に住宅等を取得する勤労者等

（年収1200万円以下）

融資額

宅地融資1000万円以内、建物融資500 万円以内

217 特定優良賃貸住宅供給促進事業費 （ 207，618） 既成市街地への優良なファミリー向け賃貸住宅の誘導 （ 109，821）

建設費補助、家賃対策補助、建設費利子補給金

建設費補助事業 161，645 ２集合住宅（垂坂、西阿倉川）55戸の建設費補助 71，500

217 市営住宅整備調査費 （ 5，100） 老朽市営住宅団地建て替えに係る調査費 （ 0）

下線は新規事業
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〔消防費〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

221 福利研修費 （ 22，147） 水難救助業務を開始するにあたり、職員の資格取得 （ 19，587）

及び研修を実施する

水難救助隊員養成 417

救急業務の高度化を図るため、救急救命士等を養成

する

救急救命士資格取得 14人→16人 4，609

救急�課程 73人→81人 919

223 自主防災組織関係経費 （ 5，431） 自治会単位の自主防災隊の組織拡大 （ 5，614）

自主防災組織設置費補助金 1，500 519隊→529隊 1，500

223 消防庁舎等施設整備事業費 （ 5，401） （ 0）

消防本部仮設訓練補助塔 3，080 庁舎東の仮設訓練補助塔の更新工事の実施 0

分駐所 2，321 市北西部における救急需要の増加に対応するため、 0

仮設の救急車庫及び出動指令装置等を設置する

223 消防車両購入費 （ 53，000） 老朽化した消防車両の更新 （ 71，510）

水槽付消防自動車（中署） １台 35，400

普通分団車（三重、海上） ２台 17，600

223 消防活動用機器整備費 （ 7，360） 水難救助業務を開始するにあたり、資機材を購入す （ 7，360）

る

水難救助資機材 2，823

災害時における隊員の装備の軽量化、性能等の向上

を図るために空気呼吸器を更新する

空気呼吸器 ４基 893

223 消防水利整備事業費 （ 25，040） （ 28，320）

耐震性貯水槽設置等 21，040 地震災害時の有効水利を確保するため、耐震性貯水 24，320

槽を増設する

60ｔ １基→２基 12，300

40ｔ 77基→78基 8，200

223 市民防災隊施設整備事業費 （ 2，500） 老朽化した市民防災隊のポンプ保管庫等を更新する （ 2，500）

ポンプ保管庫 ３棟 1，400

ポンプ ２基 1，100

225 水防施設整備事業費 （ 951） 老朽化した水防倉庫を更新する （ 951）

水防倉庫設置 １棟

下線は新規事業
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〔教育費〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

227 ＰＦＩ推進調査事業費 （ 3，000） 学校校舎建築事業などに、ＰＦＩ手法を採り入れる （ 0）

ことの実施可能性や整備手法などについて調査研究を

行う

229 児童生徒指導事業費 （ 46，512） （ 32，680）

国際理解教育推進事業費 10，220 市内の公私立中学生代表24人を姉妹都市ロングビー 9，743

チ市へ派遣し、派遣先での交流を通じて外国の文化を

理解するとともに、体験を生かした取り組みを各中学

校で行う

また、国際理解教育推進協力校（小中計６校）を指

定し、特色ある取り組みを推進する

中学校単位地域すこやか協力者 630 学校の情報などを地域社会に開示し、家庭・地域・ 630

会議事業費 学校が連携して児童生徒の問題行動に対処するため、

中学校単位の地域関係者の代表（連合自治会長など）

による会議を開催し、地域の実態の情報交換、保護者

に対する支援、啓発活動を行う

帰国・来日外国人児童生徒教育 6，920 帰国・来日外国人児童生徒へのポルトガル語による 4，939

充実事業費 相談、指導の充実を図るため、これまで適応指導員１

人を拠点校２校（中央小、橋北中）へ配置してきたが

さらに笹川東小、西笹川中の２校を加えて、４校へ本

市及び本市近辺に在住するポルトガル語の話せる者を

派遣して適応指導の拡充を図る

スクールカウンセラー活用調査 4，248 臨床心理に関する専門的な知識を有するスクールカ 2，212

研究委託事業費 ウンセラーを中学校２校（羽津中、西笹川中）へ継続

的に派遣し、問題行動などの解決を図る

心の教室相談員活用調査研究委 7，740 生徒が悩みなどを気軽に話すことのできる「心の教 0

託事業費 室相談員」（教職員経験者、地元青少年団体指導者な

ど）を中学校18校に配置し、活用と効果に関する調査

研究を実施する

総合的な学習の時間カリキュラ 1，700 平成14年度から施行される新学習指導要領に向けて 0

ム開発支援事業費 各学校が創意工夫を生かした特色ある学校づくりを推

進するため、年次的（本年度は20校）に「総合的な学

習の時間」のカリキュラムの開発支援を行い、新しい

教育課程への円滑な対応を図る

229 英語指導員経費 （ 45，960） 21世紀の国際社会で活躍できる国際感覚を身につけ （ 39，876）

た子どもを育てるため、中学校の英語指導に加えて、

全小学校39校に英語指導員の派遣を拡大し、小学校段

階から体験的な英語活動を実施する

－２１－



229 学校同和教育事業費 （ 24，584） （ 22，922）

三重県同和教育研究大会運営費 2，850 人権尊重都市にふさわしい市民の人権意識高揚に努 0

補助金 めるため、本年度に本市で開催される「三重県同和教

育研究大会」に補助する

231 教育情報通信システム運営費 （ 181，831） 情報教育の推進を図るため、中学校生徒用コンピュ （ 155，675）

ータの増設や小学校児童用コンピュータのインターネ

ットへの接続を行う

中学校20台増設 （中学校全21校各42台）

小学校インターネット接続（小学校全39校各７台）

235 校舎建設事業費 （ 786，970） （ 642，520）

中部西小学校改築事業費 738，470 鉄筋コンクリート造３階建 4，248�のうち本年度分、 612，520

及びその他工事を実施する

（平成11年度～12年度継続事業）

八郷小学校改築事業費 40，800 児童数増加対応と校舎老朽化（教室棟Ｓ38年、46年 0

建築）に伴う改築を行うため、地質調査及び設計を実

施する

（小学校）

235 施設整備事業費 （ 109，090） （ 75，400）

バリアフリー化施設整備費 40，000 車椅子用トイレ、廊下・階段手すりなどを設置し、 21，000

バリアフリー化を進めるほか、上下階の移動がスムー

ズに行われるよう階段昇降機を導入する

バリアフリー化工事（富洲原小、東橋北小、下野小）

階段昇降機の導入（５台）

給食室改修費 50，100 学校給食施設の改善と衛生管理強化を図る（塩浜小 36，400

三重北小）

235 耐震診断調査費（緊急雇用対策事 （ 60，300） 学校施設の安全性の把握と計画的な補強工事に取り （ 13，500）

業含む） 組むため、耐震診断を年次的に実施する（富田小外16

校）

単独事業 38，700

補助事業（緊急雇用対策事業） 21，600

235 耐震補強事業費 （ 125，800） 校舎の安全性を高めるため耐震補強工事を実施する （ 0）

（海蔵小、常磐小、小山田小）

（中学校）

239 施設整備事業費 （ 52，500） （ 24，600）

バリアフリー化施設整備費 22，000 車椅子用トイレ、廊下・階段手すりなどを設置し、 14，000

バリアフリー化を進めるほか、上下階の移動がスムー

ズに行われるよう階段昇降機を導入する

バリアフリー化工事（三重平中、内部中）

階段昇降機の導入（１台）

－２２－



239 耐震診断調査費（緊急雇用対策事 （ 48，100） 学校施設の安全性の把握と計画的な補強工事に取り （ 12，000）

業含む） 組むため、耐震診断を年次的に実施する（南中外10校）

単独事業 38，000

補助事業（緊急雇用対策事業） 10，100

239 耐震補強事業費 （ 128，200） 校舎の安全性を高めるため耐震補強工事を実施する （ 0）

（山手中、富田中）

243 生涯学習振興事業費 （ 24，775） （ 11，434）

全国生涯学習フェスティバル実 15，000 生涯学習の普及と啓発を目的として、全国生涯学習 0

行委員会補助金 フェスティバルが、平成12年度に三重県で開催され、

これに伴う、本市実行委員会主催事業の開催経費を補

助する メイン会場 四日市市

245 負担金 （ 35，646） （ 650）

全国生涯学習フェスティバル実 35，000 生涯学習見本市（四日市ドーム）、体験広場（四日 0

行委員会 市ドーム及びその周辺）等開催地負担金を全国生涯学

習フェスティバル実行委員会に支出する

245 丹羽文雄記念館調査研究費 3，363 前年度の検討委員会での調査研究結果を受けて、本 854

年度は基本計画の策定を行う

245 社会同和教育事業費 （ 39，883） 同和問題をはじめとする人権問題の解決を目指す教 （ 42，960）

啓発活動事業費 11，862 育啓発を実施する 11，582

245 文化会館施設整備事業費 （ 57，650） 第２ホール照明設備整備事業のうち本年度分、その他 （ 92，440）

第２ホール照明設備改修工事 38，150

（平成11年度～12年度継続事業）

展示棟屋根防水工事 1，421� 13，000

第１ホール音響・照明設備改修設計 6，500

247 家庭教育振興事業費 （ 2，252） 家庭の教育力の向上のため、あらゆる機会をとらえ （ 2，436）

て保護者等に教育・啓発を行う

企業内家庭教育講座事業費 200 企業内研修の一環として家庭教育講座事業を実施し 0

講師を派遣する

255 運動施設整備事業費 （ 92，400） （ 49，400）

霞ケ浦緑地運動施設 43，000 霞ケ浦サッカー場夜間照明設備設置、その他 0

照明設備４基 34，000

舟艇場台船の老朽化に伴い更新を実施 9，000

中央緑地運動施設 47，000 中央緑地体育館床改修のうち本年度分、その他 0

アリーナ床改修工事 27，000

床面積 1，950�

（別途債務負担行為63，000）

２階外部通路コンクリート手摺り改修等関連工事

20，000

下線は新規事業

－２３－



〔競輪事業特別会計〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

285 施設整備事業費 （ 470，000） 公正かつ円滑な競技運営や選手の安全性を確保する （ 15，000）

ため、競走路の全面改修工事を行う

臨時場外の開催及び誘致事業費 本市開催の記念競輪において、豊橋・富山・玉野・

名古屋・一宮・大垣・平塚等の各競輪場で臨時場外車

券売場を開設するとともに、特別競輪等他場開催の臨

時場外の誘致に努め、収益の増進を図る

下線は新規事業

－２４－



〔国民健康保険特別会計〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

317 一般被保険者療養給付費負担金 （ 6，410，097） 一般被保険者が医療機関で医療を受けた場合、費用 （ 5，927，723）

額のうち自己負担（３割）を除く残りの７割を国保が

負担する

317 退職被保険者等療養給付費負担金 （ 3，341，273） 退職被保険者が医療機関で医療を受けた場合、費用 （ 3，150，443）

額のうち自己負担（本人２割、扶養者入院２割・通院

３割）を除く分を国保が負担する

321 老人保健医療費拠出金負担金 （ 3，983，319） 老人保健法に基づく７０歳以上の者（６５歳以上の （ 4，167，493）

寝たきり等の障害者含む）を対象にした医療費を、社

会保険診療報酬支払基金に拠出金とて支払う

321 介護納付金 （ 814，900） 本年４月から実施される介護保険制度のための費用 （ 0）

として、国保が負担する

介護納付金の財源は、国費等２分の１、介護保険第

２号被保険者（４０～６４歳）から徴収する介護保険

料２分の１である

323 胃がん・子宮がん検診等受診料助 （ 50，023） 保健センターの実施する各種検診受診者への助成 （ 42，476）

成費補助金 国保加入者を助成の対象とし、疾病の早期発見・早期

治療を目的とする

323 保健衛生普及事業費 （ 36，185） 国保加入者の疾病の早期発見・早期治療を目的とし （ 34，964）

た日帰り人間ドックの実施、脳ドック受診者への助成

市民の健康意識啓発のため健康フェスティバルの開催

日帰り人間ドック助成 33，013 30，365

定員 1，100人 ４０歳～６０歳（２歳刻み）

助成額30，011円 自己負担額12，850円（予定） 780

脳ドック助成 780

定員 40人 年齢制限無し

助成額 19，480円

〔本市の国民健康保険の概要〕

〔保険料収納率〕
区分 被保険者数 世帯数 １人当り保険料

現年度 10決算 11見込 12予算
一般 73，950人 38，800世帯 79，956円
退職 13，150 6，100 93，715 一 般 89．89% 90．00% 90．00%
合計 87，100 44，900 82，033 退 職 98．29% 98．29% 98．29%

合 計 91．32% 91．46% 91．43%
〔介護保険第２号被保険者該当分〕

区分 被保険者数 世帯数 １人当り保険料

一般 21，500人 15，800世帯 15，700円
退職 6，600 4，900 14，991
合計 28，100 20，700 15，534

下線は新規事業

－２５－



〔食肉センター食肉市場特別会計〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

347 施設整備事業費 （ 485，300） 食肉センター施設整備費のうち本年度分、その他 （ 464，000）

「と畜場法施行規則」の一部改正に伴う、Ｏ１５７

対策を実施するため、内臓処理室等の改良工事を行う

内臓処理室等改良工事 470，300

（ 平成１１年度～１３年度継続事業）

冷蔵庫冷凍機増設工事 15，000

下線は新規事業

〔公共下水道特別会計〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

373 企業会計移行事務事業費 103，400 資産把握調査、会計事務電算システムの開発 78，100

375 建設改良費 ［ 6，551，000］ 浸水区域の早期解消並びに生活環境の向上を図るた ［ 9，123，900］

め、市内の人口集中地区を中心に雨水及び汚水整備事

業を行う

管渠 5，002，000

富田、大矢知、八郷、羽津、海蔵、三重、常磐、橋

北、日永、桜、川島、四郷、河原田地区において、整

備を行う

ポンプ場 812，000

河原田ポンプ場築造工事及び中継ポンプ場自動運転

化工事外、その他

浄化センター 221，000

日永浄化センター設備更新外、その他

北勢沿岸流域下水道事業負担金 357，912

単独事務費等 158，088

下線は新規事業

－２６－



〔土地区画整理事業特別会計〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

401 緑住区画整理事業費 （ 16，500） 市街化区域内農地の良好な宅地化を促進するため、波 （ 82，500）

木地区の道路築造費及び道路舗装費等について、波木

地区土地区画整理組合に対し助成を行う

波木地区 4．2ha 組合員数 41 人

H8～13 総事業費 761，650

401 午起土地区画整理事業費 （ 32，500） 東橋北地区住環境改善の一環として、地区活性化と併 （ 29，000）

せて住環境保全のため、事業計画に基づく公共施設の

整備改善に要する事業費補助を行う

午起地区 10．2ha 組合員数 45 人

S62～H13 総事業費1，306，000

403 末永・本郷土地区画整理事業費 （ 923，842） 赤堀山城線築造工事（一部）、その他 （ 716，082）

本年度より、都市計画道路赤堀山城線の一部築造を行

う

また、引き続き、赤堀山城線の早期開通に向けた建

移転等に重点的に取り組み、一層の事業推進を図る

赤堀山城線築造工事（ L＝270m） 60，000

建築物移転補償 （ 27戸） 785，966

下線は新規事業

〔農業集落排水事業特別会計〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

525 施設整備補助事業費 （ 357，050） 農業用用排水の水質保全と農村の生活環境の改善を図 （ 410，200）

るため、農業集落排水事業を実施

鹿 間地区

H10～12 処理施設・管路施設 212，300

水沢中部地区

H12～19 実施設計・管路施設 144，750

525 施設整備単独事業費 （ 40，000） 鹿 間地区 （ 40，000）

H10～12 処理施設・管路施設 25，000

水沢中部地区

H12～19 実施設計・管路施設 15，000

下線は新規事業
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〔介護保険特別会計〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

549 認定審査会委員報酬 （ 40，398） 本市と三重郡４町で三泗介護認定審査会を共同設置 －

委員 80人 （16合議体×５人）

549 認定審査会事務費 （ 19，376） 三泗介護認定審査会での審査業務に係る経費 －

ペーパーレスシステム経費 11，478

549 認定調査事務費 （ 120，816） 訪問調査の公平性、均等性、専門性等の確保のため －

、昨年に引き続き、市社会福祉協議会へ調査を委託す

るとともに、当市と三重郡四町に存在する施設の調査

は、設置場所の自治体に委託して行う。

551 趣旨普及費 （ 12，658） 介護保険制度の趣旨普及のため、65歳以上の高齢者 －

の啓発や事業者情報の提供を行う。

高齢者総合施策パンフレット 7，875

事業者情報 379

551 居宅介護サービス給付費 （ 1，948，119） 訪問サービス、通所サービス、短期入所等 －

553 施設介護サービス給付費 （ 4，588，440） 特別養護老人ホーム、老人保健施設等への入所 －

553 居宅介護福祉用具購入費 （ 50，225） 車いす、介護用ベットなど福祉用具の購入、貸与 －

553 居宅介護住宅改修費 （ 50，226） 手摺り、段差解消等 －

553 居宅介護サービス計画給付費 （ 43，871） ケアプラン作成（ 自己負担なし） －

561 高額介護サービス費貸付金 （ 6，000） 高額介護サービス費該当者への貸付金（ 市社会福祉 －

協議会を通じて貸付）

〔本市における介護保険の概要〕

平成１２年度は、介護保険制度の円滑な導入と市民への定着を図るため、以下のとおり業務を行う。

【保険料】

・第１号被保険者（６５歳以上）の保険料については、基準額を2，946円とし、所得段階に応じて、5 段階の保険料を

徴収する。但し、国の特別対策により、平成１２年４月～９月は徴収を行わず、１０月～３月は、本来の保険料の半

額徴収とする。

【利用者負担】

・介護サービスの利用者の利用料については、原則として、利用額の１割とするが、現在のホームヘルプサービスの利

用者で、低所得の者（生計中心者が所得税非課税）については、３年間は３％の負担とする。なお、所得状況に応じ

て、高額介護サービス費が適用されるが、一時的に高額サービス費分の利用料の支払いが困難な者については、貸付

を行う。

【サービス提供体制】

・介護保険制度の導入により、増大するサービス需要に対応するため、今後、市として、積極的なサービス需要情報の

提供を行い、事業者参入促進を図るなど、需給バランスを勘案しながら、基盤整備を図っていく。

－２８－



〔病院事業会計〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

33 オーダリングシステム導入費 （ 518，540） 病院内の情報伝達の確実性向上を図るとともに、患 （ 15，603）

者の待ち時間短縮、院外処方箋の発行等、患者サービ

スの充実のため、現在の伝票方式から、診療現場で直

接患者の動きに沿って入力するオーダリングシステム

を導入する

開発費、機器整備等

33 施設整備事業費 （ 197，000） 磁気共鳴断層撮影室整備、９床増床、感染症病床設 （ 89，400）

置、診療施設整備 外

33 医療機器整備事業費 （ 620，500） オーダリングシステムをより効率的に運用するため （ 465，000）

の検査機器及び医療高度化に対応するための最新鋭医

療機器（ 磁気共鳴断層撮影装置、超音波診断装置、生

化学自動分析装置、注射薬自動払出装置 外） を整備

する

下線は新規事業

〔水道事業会計〕 （単位 千円）

予算
事 業 名 事 業 費 説 明 前年度事業費

書頁

64 検針業務への携帯式コンピュータ （ 18，722） 検針業務用の携帯式小型コンピュータ導入に伴うシ （ 0）

導入事業 ステム開発費及び機器リース料等

70 第１期水道施設整備事業 （ 1，578，504） 第１期水道施設整備計画（平成12年度～22年度）に （ 1，613，509）

基づく水道諸施設の整備、改良 （ 前年度事業

（配水管布設、老朽配水管布設替、水源地電気設備 費は第４期水

更新、基幹水道施設の耐震性強化、その他） 道拡張事業）

下線は新規事業

－２９－



使用料改定

事 項 種 別 現 行 改 定 案 改定予定年月日 備 考

運動施設使用料 霞ケ浦サッカー場 午後５時から 午後６時から 平成12年９月１日 照明装置

午後７時まで 午後９時まで 半時間

１時間につき 500円 1，500円 2，000円

－３０－


